
【個人事業主用】 

セーフティネット認定の要件となる減少率 

【５号】５％（伴走支援型特別保証制度を利用する場合の減少率は１５％以上） 

【４号】２０％ 

 

 

 

セーフティネット認定申請書添付書類（４号、５号） 

※４号認定、５号認定を同時に申請する場合、それぞれの認定申請に一揃えの添付書類が必

要です。 

 

□ ① 直近１か月分の売上高等が分かる書類 

 

□ ② 直近１か月分後２か月分の売上高等が分かる書類 

 

□ ③ ①の時期に対応し、かつ新型コロナウイルスの影響を受ける前の年の 

売上高等が分かる書類 

 

□ ④ ②の時期に対応し、かつ新型コロナウイルスの影響を受ける前の年の

売上高等が分かる書類 

  

 

※①から④の書類は欄外に「申請日、申請者氏名、原本と相違ありません。」を記入

し、実印を押す。 

 

□ ⑤ 申請者の実印 

 

□ ⑥ 印鑑登録証明書 

 

□ ⑦ 事業所の所在地がわかるもの（例 開業届、確定申告書など） 

 

□ ⑧ 委任状（代理人が申請する場合に限る。委任状は任意様式。 

ただし、委任者（申請者）の実印が押されていることが必要） 

 

①～④の例を裏面に記載しています。 

 



【個人事業主用】 

新型コロナウイルスの影響を受ける前の年の確定の仕方 

 

例）月末に売上が確定する事業所が令和３年４月に認定申請した場合 

 

① 直近１か月の売上高等＝令和３年３月分（実績） 

 

② 直近１か月分後２か月分の売上高等が分かる書類 

  ＝令和３年４月分（見込）、令和３年５月分（見込） 
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③ ①の時期に対応し、かつ新型コロナウイルスの影響を受ける前の年の 

売上高等 

 

④ ②の時期に対応し、かつ新型コロナウイルスの影響を受ける前の年の 

売上高等 

   

Ａ  a令和２年３月分単月の売上高等 

b令和２年３月分＋令和２年４月分＋令和２年５月分の売上高等 

いずれも新型コロナウイルスの影響を受けていなかった 

（令和３年３月分の純売上減少率が５％以上※である）場合 

   ※伴走支援型特別保証制度を利用する場合は１５%以上    

 

③＝令和２年３月分（実績） 

④＝令和２年４月分（実績）、令和２年５月分（実績） 

 

Ｂ  a令和２年３月分単月の売上高等 

b令和２年３月分＋令和２年４月分＋令和２年５月分の売上高等 

いずれか又はいずれも新型コロナウイルスの影響を受けていた 

（令和３年３月分の純売上減少率が５％未満である）場合 

※伴走支援型特別保証制度を利用する場合は１５%以上    

 

③＝平成３１年３月分（実績） 

④＝平成３１年４月分（実績）、令和元年５月分（実績） 

 

 

 


